第５　相談、紛争の防止・解決の体制整備のあり方について
１　主な議論

（１）既存の相談機関における解決に向けた取組みに対し、一定の専門性を有する者による支援があればよいのではないか。

（２）現状において、既存の相談機関には当事者間の調整を行う権限がない等の課題があり、何らかの支援が必要ではないか。

（３）まず既存の相談機関に相談し、それでも解決できないときには、第三者機関に相談できる体制整備を検討すべきである。

（４）障害者差別解消法では、事業者において法に違反する行為があったとき、主務大臣が報告徴収や指導等を行うことができる旨規定されているが、これらを補完するものとして、中立的な立場から紛争の防止・解決を行う機関が必要である。

２　相談、紛争の防止等の体制整備のあり方に係る基本的な考え方
（１）障害者差別解消法においては、相談、紛争の防止・解決について、既存機関を活用していくことが趣旨とされている。

（２）府内では、府及び市町村において、障がい福祉分野はもちろんのこと、人権、消費生活、住宅、医療、女性、雇用・就労、教育といった障がい者の日常生活に深く関わる様々な分野に係る相談事業が行われているほか、障がい当事者団体による相談事業も実施されている。

（３）一方、これらの相談機関においては「どのような行為が差別に当たるのか判断が困難」「ヒアリングを行っても事実の確認が出来ない場合に対応が困難である」「事業者に差別をしている意識がない場合にどこまで介入できるか難しい」などの相談、紛争の防止・解決にあたっての課題がある。

（４）このような状況を踏まえ、府における相談、紛争の防止等の体制整備については、既存機関の活用という法の趣旨を踏まえつつ、府・市町村の適切な役割分担のもと、府は広域的な立場から、障がい者等が身近な地域で市町村等の相談機関等に相談する事案についてその解決に向けた対応を支援するとともに、さらに、地域での相談機関等による解決が困難な事案について、より専門的・中立的な立場から判断する仕組みを講じることが適当である。

３　相談、紛争の防止等の体制整備のあり方
　（１）地域の相談活動を支援する仕組みについて

　　　（ア）地域における相談機関等を支援するために考えられる機能

A) 障がい者等からまず最初に相談が寄せられることの多い市町村等の相談機関等において、差別かどうかの判断が難しいときなど、困難事案に係る相談機関等に対する助言・支援を行う。

B) 市町村等の相談機関等において、差別を受けたとする障がい者と差別をしたとされる事業者等の当事者間の話し合いによる解決を促すことが難しいときなどに、当事者間や関係機関との調整を行う。

C) その際、障がいを理由とした差別では、差別をしたとされる事業者等が差別をした認識がなく、障がいや障がい者に関する理解不足や思い込みが原因となっている場合もあることから、中立・公平な立場から事業者等の誤解を解消し、理解を深める。

（イ）上記（ア）の機能を担う仕組みの例

A) 地域の相談機関等からの求めに応じて、（ア）の機能を担う専門性を有した人材を府に配置することが考えられる。

B) 個別の相談事案の内容に応じて、より専門性の高い人材を活用することも考えられる。

C) なお、市町村においては、地域に密着した存在として、身体障害者相談員や知的障害者相談員が、最初に相談を受け付ける役割を担うこと、人権相談員が相談事案に対応することも想定される。

（２）地域の相談機関等による解決が困難な事案に対応する仕組みについて

（ア）必要性

A) 地域の相談機関等において解決に至らなかった場合に、差別の解消を図るため、障がい当事者からの申立てに基づき、中立的・専門的な立場から判断する仕組みが必要である。

B) 現行法制度上、司法上の解決を求めたとしても、金銭的な賠償しか方法がなく、差別状態の解消という実質的な解決を図ることのできる仕組みが必要である。

（イ）考えられる仕組みの例

A) 学識経験者、障がい当事者、事業者団体等で構成する第三者合議体（以下、「合議体」という。）を府に設置し、当事者や関係者の意見を聞き、中立的・専門的な立場から、助言やあっせん案の提示を行うことが考えられる。

A) （ウ）合議体で取り扱う事案の対象

B) 不当な差別的取扱いに係る事案とすることが適当である。

C) 「合理的配慮の不提供」については、配慮を必要とする障がい者の態様や状況等や配慮が求められた側の負担によって変わる個別性の非常に高いものであること、また、求められた側の負担が過大かどうかも、財政的なコスト、業務遂行に及ぼす影響、技術水準、事業の本質的内容を変更するようなものでないか等について考慮する必要があることを鑑みると、これらを考慮した必要な「合理的配慮」を示すことは困難である。

（エ）事実確認のための調査

A) 合議体が助言やあっせんを行うにあたっては、事実関係の確認を行うための調査を可能とする権能が必要である。

（オ）実効性の確保

A) 合議体が、助言やあっせんを行った場合でも、差別をしたとされる事業者等が、提示された助言等に、正当な理由なく従わない場合もありうることから、勧告制度や、勧告に正当な理由がなく従わない場合などの公表制度など、実効性を確保するための仕組みについても、あわせて検討する必要がある。

（３）合理的配慮の実践を促進する仕組みについて

合理的配慮の不提供については、個別性が非常に高く、必要な合理的配慮を示すことは困難であることから、紛争を未然に防止することを目指した取組みが必要である。事業者の障がい者に対する優れた取組みや積極的な取組みを一層促すような仕組みを検討する必要がある。

４　大阪府における障害者差別解消支援地域協議会の設置
　（１）障害者差別解消法において、当該協議会の設置は地方公共団体の判断によるもので必置とはされていないが、地域において障がいを理由とする差別に関する相談や紛争の防止・解決等を推進するためのネットワークを構築し、いわゆる「制度の谷間」や「たらいまわし」が生じない体制の構築や地域全体での相談・紛争解決機能の向上が図られることが期待されていることなど障がいを理由とする差別解消に重要な役割を果たすことに鑑み、府においても設置に向けて検討していく必要がある。
（２）具体的には、国において「暫定指針」を参考に実施する体制整備事業の状況や、今後、示される予定の「設置・運営指針」を踏まえながら、検討する必要がある。
（３）なお、「ガイドラインの策定後も、社会状況の変化や相談事例の集積等を踏まえて必要な見直しを講じていくべき」、「障がい者等からの要望や、障がい者等からの相談事例を集約する仕組みがあれば、相談機能の充実につながるのではないか」といった議論が部会でもなされているところであり、当該地域協議会がこうした相談事例の集積等の役割を担うことも考えられる。
５　小括
　（１）府における相談、紛争の防止等の体制整備については、府・市町村の適切な役割分担のもと、府は広域的な立場から、市町村等地域の相談機関等における解決に向けた対応を支援するとともに、さらに、地域での解決が困難な事案について、より専門的・中立的な立場から判断する仕組みを講じることが適当である。

（２）地域の相談活動を支援する仕組みとしては、専門性を有する人材を府に配置し、相談機関からの求めに応じて困難事案に係る助言や、当事者間の話し合いによる解決が難しいときの調整等を行うことが考えられる。
（３）地域での解決が困難な事案について専門的・中立的な立場から判断する仕組みとしては、学識経験者、障がい当事者、事業者団体等で構成する合議体を府に設置し、相談事案の当事者や関係者の意見を聞きながら、助言やあっせん案の提示を行うことが考えられる。

（４）合理的配慮の不提供は個別性が非常に高く、必要な合理的配慮を示すことは困難であることから、紛争を未然に防止することを目指し、事業者における合理的配慮に係る積極的な取組みを一層促す仕組みを検討する必要がある。
（５）障害者差別解消支援地域協議会については、国の動向を踏まえつつ、設置に向けた検討を行うべきである。
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